
議案第１０号 

 

   大口町介護保険条例の一部改正について 

 

 大口町介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成２４年３月２日提出 

 

大 口 町 長  森     進   

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画の策定

に伴い、この条例の一部を改正するため必要があるからである。 
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大口町介護保険条例の一部を改正する条例 

 

大口町介護保険条例（平成１２年大口町条例第２１号）の一部を次のように改正

する。 

第３条の２第１項第３号を次のように改める。 

(3) 介護保険在宅訪問理美容支援費 

第４条第１項を次のように改める。 

第４条 平成２４年度から平成２６年度までの各年度における保険料率は、次の各

号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３

９条第１項第１号に掲げる者 １万８,０００円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 １万８,０００円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者のうち、本人の地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合

計所得金額」という。）が１２０万円以下のもの ２万９，２００円 

(4) 令第３９条第１項第３号に掲げる者のうち、前号に該当しないもの ３万１，

５００円 

(5) 令第３９条第１項第４号に掲げる者のうち、本人の合計所得金額が８０万円

以下のもの ３万６，０００円 

(6) 令第３９条第１項第４号に掲げる者のうち、前号に該当しないもの ４万５，

０００円 

(7) 次のいずれかに該当する者 ５万４，０００円 

イ 合計所得金額が１２５万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

ロ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護

者（以下「要保護者」という。）であって、その者が課される保険料額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）、次号ロ又は第
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９号ロに該当する者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 ５万６，２００円 

イ 合計所得金額が１２５万円以上１９０万円未満であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第

１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）又は次号ロに該当する者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 ６万７，５００円 

イ 合計所得金額が１９０万円以上５００万円未満であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第

１項第１号イ（(１)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

(10) 前各号のいずれにも該当しない者 ７万８，７００円 

 第１４条中「、この限りではない」を「、この限りでない」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の大口町介護保険条例第４条の規定は、平成２４年度分の保険料から適

用し、平成２３年度分までの保険料については、なお従前の例による。 



大口町介護保険条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（市町村特別給付） （市町村特別給付） 

第３条の２ 町は、次に掲げる種類の市町村特

別給付を行う。 

第３条の２ 町は、次に掲げる種類の市町村特

別給付を行う。 

(1) 介護用品購入支援費 (1) 介護用品購入支援費 

(2) 介護保険在宅サービス利用支援費 (2) 介護保険在宅サービス利用支援費 

(3) 介護保険在宅訪問理美容支援費 (3) 介護保険住宅改修支援費 

２ 略 ２ 略。 

（保険料率） （保険料率） 

第４条 平成２４年度から平成２６年度までの

各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

第４条 平成２１年度から平成２３年度までの

各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 １万８,０００円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 １万８,６３０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 １

万８,０００円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 １

万８,６３０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者のう

ち、本人の地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第２９２条第１項第１３号に規定

する合計所得金額（以下「合計所得金額」

という。）が１２０万円以下のもの ２万

９,２００円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ２

万８,９８０円 

(4) 令第３９条第１項第３号に掲げる者のう

ち、前号に該当しないもの ３万１,５００

円 

(5) 令第３９条第１項第４号に掲げる者のう

ち、本人の合計所得金額が８０万円以下の

もの ３万６，０００円 

(6) 令第３９条第１項第４号に掲げる者のう

ち、前号に該当しないももの ４万５,００

０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ４

万１,４００円 

(7) 次のいずれかに該当する者 ５万４,０

００円 

(5) 次のいずれかに該当する者 ４万９,６

８０円 

イ 合計所得金額が１２５万円未満であ イ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）
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新 旧 

り、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

第２９２条第１項第１３号に規定する合

計所得金額（以下「合計所得金額」とい

う。）が１２５万円未満であり、かつ、

前各号のいずれにも該当しないもの 

ロ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）第６条第２項に規定する要保護者（以

下「要保護者」という。）であって、そ

の者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの（令第３

９条第１項第１号イ（(１)に係る部分を

除く。）、次号ロ又は第９号ロに該当す

る者を除く。） 

ロ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）第６条第２項に規定する要保護者（以

下「要保護者」という。）であって、そ

の者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護

を必要としない状態となるもの（令第３

９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除

く。）、次号ロ又は第７号ロに該当する

者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 ５万６,２

００円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ５万１,７

５０円 

イ 合計所得金額が１２５万円以上１９０

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 合計所得金額が２００万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(１)に係る部分を除く。）又は次

号ロに該当する者を除く。） 

ロ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号

ロに該当する者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 ６万７,５

００円 

(7) 次のいずれかに該当する者 ６万２,１

００円 

イ 合計所得金額が１９０万円以上５００

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 合計所得金額が２００万円以上５００

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

ロ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(１)に係る部分を除く。）に該当

する者を除く。） 

ロ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当す

る者を除く。） 

(10) 前各号のいずれにも該当しない者 ７

万８,７００円 

(8) 前各号のいずれにも該当しない者 ７万

２,４５０円 

- 4 -



新 旧 

２ 略 ２ 略 

（保険料に関する申告） （保険料に関する申告） 

第１４条 第１号被保険者は、毎年度４月１５

日まで（保険料の賦課期日後に第１号被保険

者の資格を取得した者は、当該資格を取得し

た日から１５日以内）に、第１号被保険者本

人の所得状況並びに当該者の属する世帯の世

帯主及び世帯員の町民税の課税者の有無その

他町長が必要と認める事項を記載した申告書

を町長に提出しなければならない。ただし、

当該第１号被保険者本人並びに当該第１号被

保険者の属する世帯の世帯主及び世帯員の前

年中の所得につき地方税法第３１７条の２第

１項の申告書（当該第１号被保険者本人並び

に当該者の属する世帯主及び世帯員のすべて

が同項に規定する給与所得以外の所得又は公

的年金等に係る所得以外の所得をしなかった

者である場合には、同法第３１７条の６第１

項又は第３項の給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書）が町長に提出されている場合

においては、この限りでない。 

第１４条 第１号被保険者は、毎年度４月１５

日まで（保険料の賦課期日後に第１号被保険

者の資格を取得した者は、当該資格を取得し

た日から１５日以内）に、第１号被保険者本

人の所得状況並びに当該者の属する世帯の世

帯主及び世帯員の町民税の課税者の有無その

他町長が必要と認める事項を記載した申告書

を町長に提出しなければならない。ただし、

当該第１号被保険者本人並びに当該第１号被

保険者の属する世帯の世帯主及び世帯員の前

年中の所得につき地方税法第３１７条の２第

１項の申告書（当該第１号被保険者本人並び

に当該者の属する世帯主及び世帯員のすべて

が同項に規定する給与所得以外の所得又は公

的年金等に係る所得以外の所得をしなかった

者である場合には、同法第３１７条の６第１

項又は第３項の給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書）が町長に提出されている場合

においては、この限りではない。 
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改  正  要  旨 

 

１ 改正の目的 

 第５期介護保険事業計画の策定に伴い、平成２４年度から平成２６年

度までの介護給付費の推計し、第１号被保険者の介護保険料の算出を行

った結果、介護保険料の改定が必要になったため。 

 

 

２ 改正概要 

 介護保険料を全面的に改正し、介護保険料段階の区分を変更すると伴

に介護保険料段階を今までの９段階から１０段階に変更する。 
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